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福祉事務所の役割と課題 (上)
―福祉事務所の成立から展開へ―
Role and Position of Social Welfare office
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表 1 児童相談所と福祉事務所 (家庭児童相談室)の関係
児 童 相 談 所 福祉事務所 (家庭児童相談室)
1 児童に対する各般の問題につき家庭その他 -1 児童及び妊産婦の福祉に関し､必要な事情
からの相談に応ずること○ の把握に努めること○
般 2 児童及びその家庭につき､必要な調査なら 2 児童及び妊産婦の福祉に対する事項についびに医学的､心理学的､教育学的､社会学的､ て相談に応じ､必要な調査を行い及び個別的
的 及び精神衛生上の判定を行うことo に又は集団的に必要な指導を行うこと並びに
莱 3 児童及びその保護者につき前号の調査又は これ等に附随する業務を行うことO/
務 判定に基づいて必要な指導を行うこと04 児童の一時保護を行うこと (児童福祉法第15条の2) (児童福祉法第18条の2)
措置 1 第26条の措置をとることo 1 第25条の2の措置をとること○2 第27条､第27条の2度び第31条の措置をと 2 第22条孝び第23条の措置､更に市町村福祉
ること○(知事の委任による) 事務所にあつては第24条の措置をとることo
檎 (知事又は市町村長の委任による)
ケ 1 医学的､心理学的､教育学的､社会学的及 1 要助産施設入所者､要母子寮入所者､要保び精神衛生上の判定を要する治療困難な重症 育所入所児等､要措置世帯及び児童ケース
ー ケース 2 生活保護世帯児童の調査､診断､要措置ケ
ス 2 触法､ぐ犯児童として通告のあったケース -ス
の 3 福祉事務所から通告､送致された重症ケース 3 児童相談所からの指導委託ケース
分 4 緊急一時保護鬼 (家出､浮浪､遺棄児) 4 施設入所中の児童の家庭環境等調査委訪ケ
担 5 児童福祉施設収容措置ケース -ス
( 6 家庭裁判所へ送致ケース 5 問題が一過性の比較的軽症ケース
･家庭児童相談 室の運営について｣ (昭 和 39･4･22 児発第 360号 各莞豊富禁等書 あて 厚生省児童局長通知 )
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区 分 市 部 郡 部
老 人 福 祉 法 2名 2名
身 体 障 害 者 福 祉 法 1 2
















区 分 業 務 内 容 等
組 織 及 び 機 構
1 総 務 課
2 相 談 室
3 福 祉 課
(1) 家庭 児童相談室
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表4 社会福祉の分野に置かれる専門識者､準専門識者
専 門 職 ソーシャル .ワーカー サイコロジスト 教 育 者 …養護職員
スペシャリト 精 神 医 学 医 療ソー シャル. ソーシャル. ソーシャル. 児童指導員ワー カー ワー カー ワ- カー 心理職者 児童指導員 児童指導員 (施設種別)



















































































































図 3 福祉事務所標準組織図 (管内人口10万の場合)
(1事務所当り六法対象人員)
被 保 護 世 帯 447
身 障 者 895
精 薄 者 344
老人(65歳以上) 4,976
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図4 人ロ5万の市部福祉事務所標準組織図
(1事務所当り六法対象人員)
被 保 護 世 帯 223
身 障 者 448
精 薄 者 172
老人(65歳以上) 2,488























































































































































































































l コンサルタント.チーム ソ-シャル .ワ-カー
ビス による指導助言､判定 数名に1名のスーパー
バイザ-を配置
計画 (卦 地域福祉計画の策定 (市設置の場合)または計画の調
磐と指導 (複数の市町村にわたる場合)
⑤ 地域内の各種福祉施設､制度サ-ビス間の調軽
⑦ 児童､母親､青年､老人等のグループ活動を行う市町
村､市町村社協等に対する活動援助
⑧ 経済給付 (年金補助給付)ケースワーク･サ-ビスの
分離､所得調査方式の採用
1.福祉に関する軽易な日常的サービスは､原則として市 (小規模)町村
か直接行うようにする0
2.したがって､市町村の果すべき機能は､およそ次のような事項を含む
ことになろう｡
① 各種施設の設置 (県単位に設置すべきものを除く)保育所､児童館､
老人いこいの家など｡
② 保育所等-の入所措置 (福祉センターの権限に属するものは除く)
(診 在宅老人､障害者等へのホーム-ルパーの派遣事業､給食や洗たく
サービスなど各種のコミュニティ･サービスの実施｡
④ インフォメーション､一般相談 (困難なケースは､福祉センター-
斡旋する)0
⑤ 児童､母親､青年､老人などのグループ活動の育成｡
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六波羅詩朗 福祉事務所の役割と課堪(上)
カーの配置が六法総合担当制のみで果たして可能
か､｢新福祉事務所運営指針｣の提示している単法
化の方向との関連性などの検討が不十分であった
ことも問題であったといえよう｡
4.実験福祉事務所の実施と具体化の課題
実験福祉事務所は､厚生省が昭和48年度から50
年度までの3年間にわたり､全国16福祉事務所を
選んで地域の実状に応じた福祉事務所運営を行う
ことを通じて､今後の福祉事務所のあり方を検討
しようという趣旨で実施されたものである｡具体
的には､福祉事務所の現業活動の実施体制につい
て､いわゆる福祉六法総合担当制 (ゼネリック･
ケースワーク)と単法担当制 (スペシフィック･
ケースワーク)のどちらの業務担当制がよいかを
模索しようといった視点から､福祉事務所を指定
して行われたことが注目されるであろう｡そのほ
かの実験検討事項では､①現業活動における町村､
民生委員等の役割分担､②地域福祉活動啓発のた
めの関係機関等との連携､③老人福祉活動の促進､
といった内容ごとにそれぞれ数カ所の福祉事務所
が指定された｡
特に注目されたのは､前述の実施体制について､
青森県東地方事務所及び広島県尾道の両福祉事務
所が､｢その処遇に当たり一人の現業貝によって幅広
い総合的な視野からの福祉活動を展開することが､
より効果的なサービスを提供できるとして総合担
当制｣を採用して実施されたことである｡実施に
よる評価は､総合担当制には一長一短があるとい
うことであった18)｡具体的な長所としては､①福
祉全般的な相談に応じられることから､信頼関係
が図られ易いこと､②現業員が同一業務の担当であ
るため､相互連帯意識による組織活動が図られた
こと､③生活保護の経験が福祉五法でも役立つこ
と､④連携の緊密化と地域の福祉情報の迅速 ･的
確性の確保による対応が容易なことなどである｡
問題として生じたことでは二①現業員の増員や査
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察指導､福祉司機能の強化の必要性のあること､
②現業貝が六法に習熟するまでの間の福祉事務所
の対応と研修の強化､(卦困難ケースへの対応のた
めの診断 ･措置会議の重要性､が指摘されている｡
特に､これらの問題の解決のための前提は､事項
別チームの編成を通じて現業員の連携を図り､年
間の研修計画の実施や診断措置会議の定例開催な
どが重視される必要があるとされている｡さらに､
訪問調査活動については､単法担当制当時より回
数が2倍に増加しており､生活保護を含めて活発
化している｡その結果､福祉事務所が地域の福祉
ニーズに対応した効果的な福祉サ-ビスの提供を
行うには､｢福祉事務所の在り方として現業員の所
要の増員を行いながら､現業活動については基本
的には福祉六法総合担当制により活動を展開｣し
ていくことができれば､効果のあることが指定し
た福祉事務所の状況から評価 ･強調されているO
青森県などに代表される小地域総合担当制によ
る福祉事務所運営は､郡部福祉事務所の一つのあ
り方としては評価に値しよう｡しかも､その内答
は､福祉センター構想の基本的考え方を継承した
ものとして､今日においても意味のある方法の一
つ と考えられる｡ しかしながら､一部から肯定
的に評価されながらこのような方法が全国的に普
及しなかったのは､いくつかの条件を満たさなけ
ればならないことによるものといえる｡第一に､
全国の福祉事務所が､地方自治体における社会福祉
施策の実施体制の中で､充分な検討の上で位置づ
けられることがないこと､第二に､職員の研修や
職員採用といった自治体によって異なる要素を､
福祉事務所制度の改革として一般化し得なかった
ことがあげられる｡最後に､市部福祉事務所では､
さらに具体的な運営をするためにはかなりの組織
的変更や相談機関との調整を必要としたことなど
が問題として指摘できるであろう｡く未完)
(ろくはら しろう 助教授)
(1994.3.25 受理)
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